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平成３１年度～令和３年度 社会福祉法人なごみ福祉会 社会福祉充実計画 
 
 
１．基本的事項 
 

法人名 社会福祉法人なごみ福祉会 法人番号 ７１２０１０５００３５９８ 

法人代表者氏名 理事長  松阪 仁美 

法人の主たる所在地 大阪府堺市堺区大町東一丁１－８ 

連絡先 ＴＥＬ：072-222-0302 

地域住民その他の関係者

への意見聴取年月日 
 

公認会計士、税理士等の

意見聴取年月日 
令和元年９月１１日 

評議員会の承認年月日 令和元年９月３０日 

会計年度別の社会福祉充

実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

（平成 30 年

度末現在） 

１か年度目 

（令和 1 年度

末現在） 

２か年度目 

（令和 2 年度

末現在） 

３か年度目 

（令和 3 年度

末現在） 

４か年度目 

（令和 4 年

度末現在） 

５か年度目 

（令和 5 年

度末現在） 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

8,830 

（千円） 

8,830 

（千円） 

7,830 

（千円） 

0 

（千円） 
   

0 

（千円） 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千

円） 

 
0 

（千円） 

1,000 

（千円） 

7,830 

（千円） 
    

本計画の対象期間 令和元年９月１日～令和４年３月３１日 

 
２．事業計画 
 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備の

有無 
事業費 

１か年 

度目 

      

      

小計  

２か年 

度目 

施設取得事業 
社会福祉

事業 
既存 

法人が事業運営する施設を安定的な

運営を行う為に取得する。 
有 1,000 千円 

      

小計 1,000 千円 
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３か年 

度目 

施設取得事業 
社会福祉 

事業 
既存 

法人が事業運営する施設を安定的な

運営を行う為に取得する。 
有 7,830 千円 

      

小計 7,830 千円 

４か年 

度目 

      

      

小計  

５か年 

度目 

      

      

小計  

合計 8,830 千円 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 
３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 
 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事業（小

規模事業） 
地域の障がい者を広く受け入れることができる安定した事業運営の継続を目的と

して、法人本部及び事業運営を行っている施設を取得する。 

② 地域公益事業  

③ ①及び②以外の公益事業  

 
４．資金計画 
 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

施設取得事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
0 千円 1,000 千円 

51,400 

千円 
  

52,400 

千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
0 千円 1,000 千円 7,830 千円   8,830 千円 

補助金       

借入金   
16,570 

千円 
  

16,570 

千円 

事業収益   7,000 千円   7,000 千円 

その他   
20,000 

千円 
  

20,000 

千円 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 
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５．事業の詳細 
 

事業名 施設取得事業 

主な対象者 地域の障がい者及びその家族 

想定される対象者数 ４０人 

事業の実施地域 堺区 

事業の実施時期 令和元年９月１日～令和４年３月３１日 

事業内容 

当法人を利用する利用者及び地域の障がい者及びその家族が安心して利用できる

事業運営を継続して行う為、土地・建物の取得を行う。 

 

 

 

 

事業の実施スケジュール 

1 か年度

目 
施設の取得を行う為に、家主と交渉する。 

2 か年度

目 

建物の安全性や施設改修の有無を確認し、土地建物取得や改修の有無

に応じて助成金の検討、申請を行う。 

3 か年度

目 
土地建物取得と改修を行う。 

4 か年度

目 
 

5 か年度

目 
 

事業費積算 

（概算） 

土地建物取得概算 

建物安全性検査費用 1,000 千円 

土地建物 51,400 千円 

 

 

 

合計 52,400 千円（うち社会福祉充実残額充当額 8,830 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 
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６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


